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居宅介護支援 

契約書別紙（重要事項説明書） 

（令和 6年 4月 1 日現在） 

 

  利用者に対する指定居宅介護支援の提供開始にあたり、当事業者が利用者に説明すべき重要

事項は、次のとおりです。 

 

１．事業者（法人）の概要 

事業者（法人）の名称 株式会社おおきに 

主たる事務所の所在地 〒６３３－２１３１ 奈良県宇陀市大宇陀和田９９ 

代表者（職名・氏名） 代表取締役  太田 悠貴 

設立年月日 平成２８年１月２２日 

電話番号 ０７４５－８３－００９５ 

 

２．ご利用事業所の概要 

ご利用事業所の名称 あなたの暮らしの相談処ＡＫＡＲＩ 

サービスの種類 居宅介護支援 

事業所の所在地 〒６３３－００６２ 奈良県桜井市河西７７５エンプレス南２Ｆ 

電話番号 ０７４４－４７－４５６２ 

指定年月日・事業所番号 平成３０年５月１日指定 ２９７０６０１１１４ 

管理者の氏名 赤鹿 友理子 

通常の事業の実施地域 
桜井市、三宅町、広陵町、上牧町、斑鳩町、天理市、宇陀市、橿

原市、田原本町、香芝市、明日香村 

 

３．事業の目的と運営の方針 

事業の目的 

要介護状態にある高齢者に対し可能なかぎり居宅において、その有する能力に

応じ自立した日常生活を営むことができるように配慮した支援を行うことを目

的とします。 

運営の方針 

事業者は、利用者の心身の状況や家庭環境等を踏まえ、介護保険法その他関係

法令及びこの契約の定めに基づき、関係する市町村や事業者、地域の保健・医

療・福祉サービス等と綿密な連携を図りながら、利用者の要介護状態の軽減や

悪化の防止のため、適切なサービスの提供に努めます。 

 

４．提供するサービスの内容 

・利用者のご自宅を訪問し、利用者の心身の状態を適切な方法により把握の上、利用者自身や

ご家族の希望を踏まえ、「居宅サービス計画（ケアプラン）」を作成します。 

・利用者の居宅サービス計画に基づくサービスの提供が確保されるよう、利用者とその家族、

指定居宅サービス事業者等との連絡調整を継続的に行い、居宅サービス計画の実施状況を把

握します。 

・必要に応じて、利用者と事業者との双方の合意に基づき、居宅サービス計画を変更します。 

・指定居宅介護支援及び指定居宅サービス事業者等についての相談・苦情窓口となり、適切に

対処します。 

・利用者の要介護（要支援）認定の申請についてお手伝いします。 
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・利用者が介護保険施設に入所を希望される場合、その仲介をいたします。 

・利用者やその家族に対して、利用者は居宅サービス計画に位置付ける居宅サービス事業所に

ついて、複数の事業所の紹介を求めることが可能であること、当該事業所をケアプランに位

置付けた理由を求めることが可能であることの説明を行います。 

 

５．営業日時 

営業日 

月曜日から金曜日まで。 

ただし、国民の祝日及び夏期（８月１３日～８月１６日） 

年末年始（１２月２９日～１月３日）は休業日とします。 

営業時間 
午前９時から午後５時まで。 ただし、利用者の希望に応じて、２４時間対

応可能な体制を整えるものとします。 

 

６．事業所の職員体制 

従業者の職種 
員    数 

常勤 非常勤 計 

主任介護支援専門員 １人 0人 1人 

介護支援専門員 1人 1人 2人 

 

７．利用料 

 指定居宅介護支援を提供した際の利用料金の額は、厚生労働大臣が定める基準によるものと

し、当該指定居宅介護支援が法定代理受領サービスである時は、利用者の自己負担はありませ

ん。 

ただし、保険料の滞納等により法定代理受領できない場合は、一旦、１ヵ月当たりの料金を

お支払いいただきます。 

その場合、事業者は指定居宅介護支援提供証明書を発行いたしますので、後日、所在市町村

窓口に指定居宅介護支援提供証明書を提出しますと払い戻しを受けることができます。 

 

（１）居宅介護支援の利用料（地域区分７級地 単位数単価 1 単位 １０.２１円） 

【基本利用料】 

取扱要件 
利用料（１ヶ月あたり） 

要介護区分 単位数 金額 

居宅介護支援費(Ⅰ-ⅰ) 

<取扱件数が４５件未満> 

要介護１・２ １，０８６単位 １１，０８８円 

要介護３・４・５ １，４１１単位 １４，４０６円 

居宅介護支援費(Ⅰ-ⅱ) 

<取扱件数が４５件以上 

６０件未満> 

要介護１・２ ５４４単位 ５，５５４円 

要介護３・４・５ ７０４単位 ７，１８７円 

居宅介護支援費(Ⅰ-ⅲ) 

<取扱件数が６０件以上> 

要介護１・２ ３２６単位 ３，３２８円 

要介護３・４・５ ４２２単位 ４，３０８円 

居宅介護支援費(Ⅱ-ⅰ) 

<取扱件数が５０件未満> 

要介護１・２ １，０８６単位 １１，０８８円 

要介護３・４・５ １，４１１単位 １４，４０６円 

居宅介護支援費(Ⅱ-ⅱ) 

<取扱件数が５０件以上 

６０件未満> 

要介護１・２ ５２７単位 ５，３８０円 

要介護３・４・５ ６８３単位 ６，９７３円 

居宅介護支援費(Ⅱ-ⅲ) 要介護１・２ ３１６単位 ３，２２６円 
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<取扱件数が６０件以上> 要介護３・４・５ ４１０単位 ４，１８６円 

上記の基本利用料は、厚生労働大臣が告示で定める金額であり、これが改定された場合は、こ

れら基本利用料も自動的に改訂されます。なお、その場合は、事前に新しい基本利用料を書面

でお知らせします。 

 

【加算】以下の要件を満たす場合、上記の基本利用料に以下の料金が加算されます。 

加算の種類 加算の要件 単位数 加算額 

初回加算 

新規あるいは要介護状態区分が２

区分以上変更された利用者に対し

指定居宅支援を提供した場合 

（１月につき） 

３００単位 ３，０６３円 

入院時情報 

連携加算(Ⅰ) 

利用者が病院等に入院する際に、

病院等の職員に対し入院後 1日以

内に必要な情報を提供した場合

（１月につき１回を限度） 

２５０単位 ２，５５２円 

入院時情報 

連携加算(Ⅱ) 

利用者が病院等に入院する際に、

病院等の職員に対し入院後３日以

内に必要な情報を提供した場合

（１月につき１回を限度) 

２００単位 ２，０４２円 

退院・退所加算 

病院や介護保険施設等からの退院

・退所に当たって病院等の職員と

面談を行い、必要な情報の提供を

受けた上で居宅サービス計画を作

成し、居宅サービス等の利用調整

を行った場合。(入院又は入所期間

中１回を限度) 

連携 1回 カンフ

ァレンス参加無し 

４５０単位 

４，５９４円 

連携 1回 カンフ

ァレンス参加有り 

６００単位 

６，１２６円 

連携２回 カンフ

ァレンス参加無し 

６００単位 

６，１２６円 

連携２回 カンフ

ァレンス参加有り 

７５０単位 

７，６５７円 

連携３回 カンフ

ァレンス参加有り 

９００単位 

９，１８９円 

通院時情報連携加算 

医師等と情報連携を行い、当該情

報を踏まえてケアマネジメントを

行った場合（１月につき） 

５０単位 ５１０円 

緊急時等居宅 

カンファレンス 

加算 

病院等の求めにより、医師等と共

に居宅を訪問してカンファレンス

を行い、利用者に必要な居宅サー

ビス等の利用調整を行った場合

（１月に２回を限度） 

２００単位 ２，０４２円 
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ターミナルケアマネ

ジメント加算 

回復の見込みのない利用者に対

し、２４時間連絡をとれる体制を

確保し、主治の医師等の助言を得

つつ頻回な訪問をした上で利用者

の状態変化やサービス変更の必要

性を把握し支援を実施した場合 

（１月につき） 

４００単位 ４，０８４円 

特定事業所加算(Ⅰ) 

常勤の主任介護支援専門員２名、

常勤の介護支援専門員３名以上配

置し、質の高いケアマネジメント

を実施できる体制を整える等、一

定の要件を全て満たした場合 

（１月につき） 

５１９単位 ５，２９８円 

特定事業所加算(Ⅱ) 

常勤の主任介護支援専門員１名、

常勤の介護支援専門員３名以上配

置し、質の高いケアマネジメント

を実施できる体制を整える等、一

定の要件を全て満たした場合 

（１月につき） 

４２１単位 ４，２９８円 

特定事業所加算(Ⅲ) 

常勤の主任介護支援専門員１名、

常勤の介護支援専門員２名以上配

置し、質の高いケアマネジメント

を実施できる体制を整える等、一

定の要件を全て満たした場合 

（１月につき） 

３２３単位 ３，２９７円 

特定事業所加算(Ａ) 

常勤の主任介護支援専門員１名、

常勤及び非常勤の介護支援専門員

１名以上配置し、質の高いケアマ

ネジメントを実施できる体制を整

える等、一定の要件を全て満たし

た場合（１月につき） 

１１４単位 １，１６３円 

特定事業所医療 

介護連携加算 

質の高いケアマネジメントを提供

する体制のある事業所が医療・介

護連携に総合的に取り組んでいる

場合（１月につき） 

１２５単位 １，２７６円 

中山間地域等に居住

する者へのサービス

提供加算 

中山間地域において、通常の事業

の実施地域外に居住する利用者へ

サービス提供した場合 

（１月につき） 

 
基本利用料の

５％ 

看取り期におけるサ

ービス利用に至らな

かった場合 

ケアマネジメント業務を行ったも

のの利用者の死亡によりサービス

に至らなかった場合は提供された

ものと同等に取り扱う 

 基本報酬算定 
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【減算】以下の要件に該当する場合、上記の基本利用料から減算されます。 

減算の種類 減算の要件 減算額 

運営基準減算 
指定居宅介護支援の業務が適切に行われず、

一定の要件に該当した場合 

上記基本利用料の 

５０％ 

特定事業所集中減算 

居宅サービス計画に位置付けた訪問介護等に

ついて特定の事業者への集中率が、正当な理

由なく８０％を超える場合 

２００単位 

２，０４２円 

業務継続計画未策定

減算 

感染症や災害が発生した場合であっても必要

な介護サービスを提供できる業務継続計画が

未策定の場合 

所定単位数× 

１/１００ 

高齢者虐待防止措置

未実施減算 

虐待の発生又はその再発を防止するための措

置が講じられていない場合 

所定単位数× 

１/１００ 

 

８．感染症の予防及び蔓延の防止のための措置 

・感染の予防及び蔓延を防止するため、委員会の設立と指針の作成等を行います。 

・感染の予防及び蔓延を防止するため、研修及び訓練を実施します。 

・介護支援専門員等の清潔の保持及び健康状態について必要な管理を行います。 

 

９．業務継続計画（BCP）の策定 

・感染症に関する業務継続計画及び災害に係る業務計画を作成します。 

・感染症及び災害に係る研修を定期的（年 1回以上）に行います。 

・感染症や災害が発生した場合において迅速に行動できるよう訓練を実施します。 

 

１０．虐待の防止について 

・利用者等の人権の擁護、虐待の防止のために次にあげる通り必要な措置を講じます。 

・虐待防止に関する担当者及び責任者を選定しています。 

虐待防止に関する責任者 赤鹿友理子 

虐待防止に関する担当者 津崎由美子 

・苦情解決体制を整備しています。 

・従業員に対する虐待防止を啓発・普及するための研修を実施しています。 

・虐待防止のための指針を検討し、委員会を設立します。 

・サービス中に虐待を発見した場合は速やかにこれを市町村に通報するものとします。 

 

１１．ハラスメント対策について 

・職場でのハラスメント防止に取り組み、職員が働きやすい環境作りを目指します。 

・利用者が職員に対して行うセクシャルハラスメントなどの迷惑行為を禁止します。 

 

１２．身体拘束について 

・事業所は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場

合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）

は行いません。 

・身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急や

むを得ない理由を記録するものとします。 
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１３．事故発生時の対応 

 速やかに利用者の家族、市町村等へ連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

 

１４．苦情相談窓口 

（１）当事業所が設置する苦情相談窓口は、次のとおりです。当事業所が提供した指定居宅介

護支援に関する苦情だけでなく、当事業所が作成した居宅サービス計画に位置付けたサービス

に関する苦情も、遠慮なくお申し出ください。 

事業所相談窓口 
電話番号  ０７４４－４７－４５６２ 

面接場所 当事業所の相談室 

 

（２）上記に関する苦情や相談は、下記の機関にも申し立てることができます。 

苦情受付機関 

奈良県国民健康保険団体連合会 

介護サービス苦情窓口 
電話番号  ０１２０－２１－６８９９ 

桜井市役所 福祉保険部 高齢福祉課 電話番号  ０７４４－４２－９１１１ 

三宅町役場 保険医療課 電話番号  ０７４５－４４－３０７４ 

広陵町役場 介護福祉課 電話番号  ０７４５－５４－６６６３ 

上牧町役場 いきいき対策課 電話番号  ０７４５－７９－２０２０ 

香芝市役所 介護福祉課 電話番号 ０７４５－７６－２００１ 

 

１５．秘密保持 

・事業者及び事業者の従業員は、正当な理由がない限り、利用者に対する指定居宅介護支援の

提供にあたって知り得た利用者又は利用者の家族の秘密及び個人情報を漏らしません。 

・事業者は、事業者の従業員が退職後、在職中に知り得た利用者又は利用者の家族の秘密及び

個人情報を漏らすことがないよう必要な処置を講じます。 

・事業者は、利用者及び利用者の家族の個人情報について、利用者の居宅サービス計画立案の

ためのサービス担当者会議並びに介護支援専門員と指定居宅サービス事業者及び医療機関等

との連絡調整において必要な場合に限り、利用者及び利用者の家族の同意を得た上で必要最

小限の範囲内で使用します。 

・第１項の規定にかかわらず、事業者は、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等

に関する法律（平成 17年法律第 124号）に定める通報を行うことができるものとし、その場

合、事業者は、秘密保持義務違反の責任を負わないものとします。 

 

１６．公正中立なサービスの提供 

 前 6か月に利用した法人（訪問介護、通所介護、福祉用具貸与、地域密着型通所介護）の利

用割合について、ご希望があれば別紙にてお知らせ可能です。 
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事業者は、利用者へのサービス提供開始にあたり、上記のとおり重要事項を説明しました。 

 

       年     月     日 

 

（事業者）   住 所         奈良県宇陀市大宇陀和田９９ 

 

事業者（法人）名    株式会社おおきに 

 

代表者 職・氏名    代表取締役 太田 悠貴        

 

（事業所）   住 所         奈良県桜井市河西７７５エンプレス南２Ｆ 

         

事業所名        あなたの暮らしの相談処ＡＫＡＲＩ 

 

説明者職・氏名      介護支援専門員            

 

私は、事業者より上記の重要事項について説明を受け、同意しました。 

また、この文書が契約書の別紙（一部）となることについても同意します。 

 

       年     月     日 

 

 

（利用者）   署名                 

 

私は、重要事項の内容を確認の上、本人に代わり、上記署名を行いました。 

 

（代理人）   署名 

 

本人との続柄



 

 


